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提案
市町村名 �城市、田原本町、上牧町

特別支援学級や通級による指導の対象者が増加していることに加え、通常の学級に在籍していて、教育上特別の支援を必要とする児童生徒数も増加している。個別対応の必要な児童生徒には、特別支援教育支援員を配置し、通常学級における一斉学習の中で個別に寄り添った支援を行うなど、学習や生活上のサポートを行っている。近年の障がい者の権利を守る関係法令の整備に伴い、インクルーシブな教育が保護者から強く求められるなど、個別の教育ニーズも多様化している状況であるが、支援員を十分に配置することで、通常学級との交流及び共同学習を児童生徒個々の状況に合わせて適切に行うことができると考える。また、重度の障がいのある児童生徒が特別支援学級に入級するケースも増加している。小中学校の特別支援学級の学級編制においては、障がいの種別のみで、単一・重複の別なく入級する学級が決定されるため、特別支援学校であれば３人１学級で学級編制されるような児童生徒が、８人１学級で学級編制されている。加えて、令和4年4月27日付けで文部科学省から通知された「特別支援学級及び通級による指導の適切な運用について（通知）」において示されたとおり、特別支援学級在籍児童生徒に対し、原則として「授業時数の半分以上」を特別支援学級で授業を行うためには、支援員に加え、講師の配置も必要となる。以上のことから、県から配置される特別支援学級の担任だけでは適正な学級運営が困難であるため、各市町村単独で支援員等を配置し対応している。しかし、交付税措置がなされているものの、市町村財政への負担が非常に大きく、市町村単独で十分な人員配置を実現するのは困難な状況である。
特別支援学級に在籍する児童生徒の障がいが、重度・重複化、多様化していることから、一人ひとりに応じた適切な対応が可能な教職員・支援員の確保が今後ますます重要になると考える。ついては、以下のとおり要望する。（１）特別支援教育に係る教職員の定数配置と特別支援学級の学級編制基準の見直し（２）特別支援教育支援員を配置するためのさらなる財政支援①基準財政需要額における算定方法の見直し②単位費用の拡充➂補助制度の創設

【特別支援教育に関する市町村の状況（令和６年度）】�城市�城市�城市�城市 田原本町田原本町田原本町田原本町 上牧町上牧町上牧町上牧町特別支援学級在籍児童生徒数（人） １４８ １１０ ８４特別支援学級数（クラス） ３７ ２３ １９特別支援教育支援員数（人） ２５ (※) ２６ ３１※小中子ども支援員数
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